３－１ 介護保険制度

（１） 介護保険制度の概要

【サービス種類】                  　　　　　　　                      　　　　【市町村（保険者）】

	

高齢者の

保険料

[23％]
	公費

[50％]
  ↓

負担割合

国 

25％※
県 

12.5％※
市町村

12.5％

※

施設介護

給付費

の場合

国 
15％

県
17.5％



	


40～64歳

の保険料

[27％]
	


                                                                                           

＜地域支援事業＞

（各保険者が実施）

①介護予防事業（要介護状

態になるおそれのある者の

介護予防教室、元気な高齢

者への啓蒙等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②介護予防・日常生活支援総合事業

③包括的支援事業（地域包括支援センターの運営事業）

④任意事業（家族介護支援事業、地域自立生活支援事業など）

【予防給付･介護給付のサービス種類】

	
	市町村が指定・指導監督を行うサービス
	都道府県・政令市・中核市が指定・指導監督を行うサービス

	介  護  給  付
	訪問系
	【地域密着型サービス】

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護
②夜間対応型訪問介護

	【居宅サービス】

①訪問介護（ホームヘルプサービス）  ②訪問入浴介護
③訪問看護  ④訪問リハビリテーション
⑤居宅療養管理指導

	
	通所・短期系
	③地域密着型通所介護

④認知症対応型通所介護
⑤小規模多機能型居宅介護

⑥複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

	⑥通所介護（デイサービス）
⑦通所リハビリテーション
⑧短期入所生活介護（ショートステイ）
⑨短期入所療養介護

	
	居住系
	⑦認知症対応型共同生活介護（グループホーム）
⑧地域密着型特定施設入居者生活介護
	⑩特定施設入居者生活介護


	
	その他
	【居宅介護支援】

⑨居宅介護支援
	⑪福祉用具貸与  ⑫特定福祉用具販売

	
	
	
	

	
	入所施設系
	⑩地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護


	【施設サービス】
⑬介護老人福祉施設

⑭介護老人保健施設
⑮介護医療院

	予  防  給  付
	訪問系
	
	【介護予防サービス】

①介護予防訪問入浴介護
②介護予防訪問看護
③介護予防訪問リハビリテーション
④介護予防居宅療養管理指導

	
	通所・短期系
	【地域密着型介護予防サービス】
①介護予防認知症対応型通所介護
②介護予防小規模多機能型居宅介護
	⑤介護予防通所リハビリテーション
⑥介護予防短期入所生活介護
⑦介護予防短期入所療養介護

	
	居住系
	③介護予防認知症対応型共同生活介護
（グループホーム）
	⑧介護予防特定施設入居者生活介護

	
	その他
	【介護予防支援】
④介護予防支援
（地域包括支援センターが「指定介護予防支援
事業者」として指定を受け実施）
	⑨介護予防福祉用具貸与

⑩特定介護予防福祉用具販売

	
	
	
	


※ この他、居宅介護（介護予防）住宅改修、介護予防・日常生活支援総合事業がある。
【被保険者】





【介護サービス】


○居宅サービス


訪問介護、訪問入浴


訪問看護、通所介護、


通所リハビリ、短期入所


福祉用具貸与など





○施設サービス


・特別養護老人ホーム


・老人保健施設


・介護医療院





年金から


天引き


（約9割の者が対象）





市町村の


個別徴収


（約1割の者が対象）





利用料の


９割（注）を


介護保険から支給














保険料








第１号


被保険者


（65歳以上）





利用料の


１割（注）を


負担














第２号


被保険者


（40～64歳）





【介護予防サービス】


介護予防訪問看護


介護予防通所リハビリ


介護予防福祉用具貸与  など





保険料





サービス


提供





医療保険者


健保組合


国保など





○若年者の保険料


については、医療保険と同様に、


事業主負担・国庫


負担があります。





【地域密着型サービス】


小規模多機能居宅介護


定期巡回・随時対応型訪問介護看護


認知症対応型通所介護


認知症対応型共同生活介護（グループホーム）　など


【介護予防


地域密着型サービス】


介護予防小規模多機能居宅介護、介護予防認知症


対応型通所介護  など





○介護予防サービス  計画の作成


（地域包括支援センター）





○介護サービス


計画の作成


（居宅介護支援事業所）





申請





認定





交付





社会保険


診療報酬


支払基金





要介護(要支援)認定


(各保険者が認定)








一括送付


（全国プール）





保険者支援


人材養成


（ 県 ）





審査・支払・


苦情処理


（国民健康保険


団体連合会）





（注）一定以上所得者については利用料の８割分の支給及び２割負担、又は７割分の支給及び３割負担

















